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以下に、各章の要約を記す。 
 
第１章 序論 
 
ナノカーボン材料は、フラーレン、カーボンナノチューブ、グラフェンなど様々な形態が見出さ
れ、その多様かつ特徴的な特性から素材として注目を浴び、幅広く基礎研究及び用途開発研究が展
開されている。特に、ナノカーボンの 1 種であるフラーレンは、多数の炭素原子が球状に結合した
物質であり、化学式が Cn（n = 60、70、76、78、80、82・・・）で表され、特に炭素原子が 60 個
結合した物質を C60フラーレンと呼ばれる。C60フラーレンは、20 個の 6 員環と 12 個の 5 員環によ
って構成されており、高い対称性のため非常に安定であり、分子の中心に直径約 0.4 nm の真空空間
を持ち、炭素原子によって構成されているために生体適合性が高く、電気抵抗が高い特徴がある。
上述のようにフラーレンの内部には真空空間があり、この空間に金属及び非金属の原子、分子を内
包させた物質を原子内包フラーレンと呼ぶ。原子内包フラーレンは、従来のフラーレンにはない特
性（半導体特性、超電導体特性、スピン特性、及び磁性など）を内包物質の性質の違いにより付与
することができ、新規機能性材料として期待されている。一方で、未だフラーレンへ内包されてい
ない元素が多数存在している。それらの殆どは常温常圧において固体である。つまり、新規な原子
内包フラーレン生成を行うためには、固体物質を原料として取り扱うことのできる原子内包フラー
レン生成方法が求められることを意味している。 
既存の原子内包フラーレン生成方法には物理的生成方法と化学的生成方法がある。更に、物理的
生成法は大きく分けて 2 つの方法に分類することが出来る。1 つは、炭素と内包させる原子をカー
バイド化させた混合ロッドを原材料としてアーク放電、またはレーザー蒸発を行い、生成した原子
内包フラーレンを嫌気下で回収する方法である。しかしながらこれらの方法は、フラーレンが生成
される過程において偶然の確率で原子が内包されるため、生成率が低いという課題がある。もう一
つは、イオン注入法、及びプラズマシャワー法等であり、気体の物質を原料として放電により荷電
粒子を生成し、フラーレンの堆積基板上に負のバイアス電圧を印加し、荷電粒子を加速させてフラ
ーレンと衝突させることにより原子内包フラーレンを生成する方法である。プラズマを生成するイ
オン源内ではガスの電離度が数％以下であり、プラズマ密度に上限があり生成率に限界があるとい
う課題がある。一方の化学的生成方法は、フラーレンの C‐C 結合に欠陥を作りフラーレンの外殻
を開き、開口フラーレンを生成する。この開口フラーレンに内包用原子や分子を導入した後、酸化
処理・可視光処理を行うことでフラーレンの欠陥部分を修復し、内包フラーレンを生成する方法で
ある。しかし、この方法は多くの手間と時間を要し、また、フラーレンに内包させる物質が溶媒中
で扱うことが可能なものに限定されるという課題もある。 
そこで本研究では、固体元素（固体物質）を原料に用いて、従来以上に高効率に原子内包フラー
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レンを生成する汎用的な基盤技術を確立することを目標とした。ここで、固体元素で未だフラーレ
ンへ内包された論文報告がなく、医療応用が期待されるボロン（B）に着目した。 
ボロン(10B）は、次世代がん治療法の一つである中性子捕捉療法に使用する中性子捕捉製剤とし
て利用される。中性子捕捉療法は、熱中性子と反応断面積が大きいボロン中性子捕捉製剤の核分裂
反応によって α 粒子（4He）とリチウム原子（7Li）を生成し、ボロン中性子捕捉製剤ががん細胞に
集積し選択的に死滅させる治療法である。しかし、ボロン中性子捕捉製剤は生体適合性が低いため、
使用できる部位や用量が厳しく定められている。そこで、中性子捕捉療法を幅広くがん治療に展開
するために、ボロン原子を生体適合性の高いフラーレンに内包させたボロン原子内包フラーレン
（B@C60）を生成し更にがん細胞への集積度が高い糖鎖リポソームで包含し、捉製剤とすることが
考えられる。そこで、B@C60 の生成を最終目標として設定し、本研究では、まずは固体元素（固体
物質）を元にした高効率な原子内包フラーレン生成手法を新たに提案し、当該手法の原理実証試験
を行うことを目的とした。 
まず、B@C60を生成するために必要な要素を考える。物理的生成方法で B@C60を生成するために
は、ボロン粒子を適切なエネルギーでフラーレンへ衝突させることが必要である。フラーレンに原
子を内包させるために必要となる運動エネルギーは、量子分子動力学計算により求めることができ
る。例えば、窒素原子は約 80 eV の運動エネルギーでフラーレンに衝突すると内包されると報告さ
れている。また、キセノン（Xe）原子は 160 eV の運動エネルギーでフラーレンへ内包すること、
ニッケル（Ni）原子は 35－40 eVの運動エネルギーでフラーレンへ内包することが報告されている。
ボロン原子の内包させるために必要となる運動エネルギーは未だ明らかになっていないが、先行研
究から内包化が確認されている物質のほとんどが 10－200 eV の運動エネルギー領域でフラーレン
へ衝突することで原子内包フラーレンの生成確認されていることから、ボロン原子を 10－200 eV
の運動エネルギー領域でフラーレンへ衝突することでボロン原子内包フラーレンの生成が可能であ
ると推測される。 
従って、固体元素（固体物質）を元にした原子内包フラーレンを生成するためには、1）固体物質
から高密度に原子、イオンを生成し、2）生成した原子、イオンを内包に適した運動エネルギーまで
加速することが必要である。これらの課題を解決するために、低エネルギーイオンビーム技術と、
レーザーアブレーション法を組み合わせた新たな原子内包フラーレン生成手法を考案した。本手法
は、イオン源内でより高いイオン密度を生成するために、レーザーにより固体物質をアブレーショ
ンさせ、更にマイクロ波を印加しておくことで準定常的にプラズマを生成し、高電流密度のイオン
ビームを任意のエネルギーで引き出し、フラーレンと相互作用させるものである。 
 
第２章 低エネルギーイオンビームの高集束化に関する研究 
  ２－１．低エネルギーイオンビームにおける自発的集束現象 
 
 前述のように、B@C60を生成するためには、ボロン原子を 10－200 eV 近傍の運動エネルギーで
フラーレンへ衝突させること必要であると考えられる。第１章で提案した手法において、当該エネ
ルギー領域でイオンビームを高電流密度で引き出した場合には、イオンの自己電荷でビームが引き
出し直後に発散してしまう。集束性を良くする一般的な手法としては、イオンビーム引出し直後に
電子供給による電荷中和が試みられる。しかしながら、所属研究グループにおいて、能動的な電子
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供給を行わなくても、低エネルギーのイオンビームが自発的に集束する現象が見出された。しかし
ながら、当該現象の発生メカニズムは不明であった。そこで、より安定なビーム引き出し法を確立
するために、本章では、当該現象を明らかにすることを研究目的として実施した。まず、特殊静電
プローブとグリッド付きファラデーカップを開発し、イオンビーム伝播チャンバー内のイオン及び
電子の計測を行った。独自に開発した特殊静電プローブの特徴としては、i)イオンビームによるプロ
ーブ支持部の帯電を防止するために、プローブ支持部に帯電防止管を装着した点、ii)静電プローブ
に流れ込むイオンビームからのイオン電流を回避するために、2 本のプローブを使用しほぼ同位置
に配置することで同量のイオン電流を流入させ、両者を相殺する方法を適用した点にある。この静
電プローブによってイオンビーム伝播チャンバー内における、自発的集束現象が生じる前後の電子
密度、及び電子温度の半径方向分布計測を行った。その結果、自発的集束現象が生じた後、イオン
ビーム伝播チャンバー中心部の電子密度が急激に増加していることが明らかとなった。つまり、自
発的集束時において、何らかの原因で電子が生成されたことを意味している。 
また、ファラデーカップにタングステンメッシュのグリッドを設置し、イオンビーム伝播チャン
バー内にイオン成分と電子成分の電流密度を分離して計測した結果、自発的集束時においてイオン
ビーム内にイオンと電子が同等量の電流密度を有していることが見出された。 
次に、自発的集束現象とイオン源内のプラズマ特性の因果関係を把握するために、回転及び一軸
掃引が可能な L 型静電プローブを開発し、自発的集束現象の前後におけるイオン源内プラズマの３
次元空間分布計測を行った。自発的集束現象が生じる前後のイオン源内部の電子温度、及び電子密
度の半径方向分布はそれぞれに変化がないことが示され、自発的集束現象とイオン源内プラズマの
状態に因果関係がないことが明らかとなった。従って、自発的集束現象は、イオンビーム伝播チャ
ンバー内のみで生じていることを明らかにした。以上の実験の結果を元に、以下の考察をそれぞれ
行った。 
 
(1)  自発的集束現象のメカニズムに関して、イオンビームエネルギーがある閾値を超えると、チ
ャンバー壁面、ターゲット、及び接地電極等からイオン衝突によって二次電子が生成され、こ
れらの電子がイオンの自己電場を中和し、イオンビームの発散を抑制していると考察した。こ
の知見から、イオンビーム伝播チャンバー内のチャンバー壁面、ターゲット、及び接地電極等
を二次電子放出係数の高い物質とすることで、ボロン原子内包フラーレン生成に必要な運動エ
ネルギー帯においても自発的集束現象を用いて、高電流密度の安定的な照射を実現できる可能
性を見出した。すなわち、フラーレンと内包に最適な運動エネルギーを有したボロンイオンの
衝突頻度を向上できることが見出された。 
 
(2) 凹面型引き出し電極を用いた低エネルギーイオンビームにおける、原子内包フラーレンの生成
率、及び生成量に関する見積りを行った。Campbell らによるイオン注入法を用いた原子内包フ
ラーレン生成をベースとして比較を行い、本研究対象ではイオンビームエネルギー100 eV にお
いて、ビーム中心付近で 0.8 mA/cm2を照射することが可能であり、原子内包フラーレンの生成
率、及び生成量を約 26 倍にすることが可能であることを示した。 
 
２－２．イオン源内の誘電体がイオンビーム引き出し特性に与える効果 
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更に、自発的集束現象の発生メカニズム解明を進めていく過程で、イオン源内に設置した L 字型
静電プローブを加速電極へ近づけることで、イオンビーム電流密度が増加する現象を見出し、この
現象のメカニズムについて考察を行った。 
 
本現象のメカニズムは、L 字型静電プローブの誘電体が負に帯電したことで、誘電体へとイオン
が加速・衝突し、その衝突により付着した電子、及び二次電子が誘電体から放出され、加速電極に
その電子が損失することで、結果的に空間電位が上昇すると考察した。この新たな知見は、イオン
源内の加速電極近傍に誘電体を設置することで、イオン源電位が上昇し、イオンビームエネルギー
を増加させ、結果的にイオンビーム電流密度を増加させることが可能であることを意味している。
この知見は、イオン源の設計を考える上で大きな指針を示すものである。この現象を利用する技術
の特許出願を行った（「イオンビーム電流密度増加装置」、藤原大、榊田創、中宮明久、平野洋一、
木山學、特願 2015-163237、2015 年 8 月 20 日）。 
 
以上、本章で得られた結果、及び考察により、凹面型引き出し電極を用いた低エネルギーイオン
ビームを利用した場合、原子内包フラーレンの生成率、及び生成量を大幅に向上できる可能性があ
ることを示した。 
 
 
第３章 レーザーアブレーション法を用いたイオン源の開発 
 
本章では、第１章で提案した手法のイオン源について研究を行った。固体元素（固体物質）を元
にした原子内包フラーレンを生成するために、最も重要な技術である固体物質から効率的に原子、
イオンを生成する方法として、レーザーアブレーション法を用いたイオン源の開発を行った。特に、
固体物質として純ボロン固体、及び含ボロン固体である窒化ボロン（BN）を使用した。先行研究に
おいて、グラファイトや炭素の薄膜等の固体物質をレーザーアブレーションすることによって、高
密度の粒子群が生成されることが報告されていることから、ボロンを含む固体物質を使用した場合
も同様に高密度の粒子群が生成されることが示唆された。そこで、ボロンを含む固体物質を使用し、
レーザーアブレーションの基礎特性計測を行った。まず、純ボロン固体のレーザーアブレーション
の時間変化を高速度カメラにより計測を行い、純ボロン固体から粒子群が生成され、粒子群の供給
時間は 6 μs 以下であることが観測された。次に、ドップラーシフト分光計測により、窒化ボロンを
用いたレーザーアブレーション法で生成される粒子群に含まれている、窒素の原子イオン及び原子、
ボロンのイオン及び原子が、原子内包フラーレン生成に必要と推測される運動エネルギー帯（10－
200 eV）を有していることを見出した。本実験結果を元に、次の考察を行った。 
レーザーアブレーションによって BN 固体から生成される粒子密度の算出、及びマイクロ波によ
ってプラズマ生成・維持をするためのイオン源サイズの検討を行った。その結果、レーザーアブレ
ーションを 10 Hz で連続的に生成した時の平均密度 naveの算出を行い、nave ≈ 2.4×1017 m-3となるこ
とが示された。この結果を持って、マイクロ波によるプラズマ生成に必要なチャンバー圧力 0.1 
mTorr 以上を得るために必要なチャンバーサイズの算出を行った結果、7.1 cm×7.1 cm×7.1 cm とい
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う結果を得るに至った。次に、得られたチャンバーサイズからボロンの電離の平均自由行程と一次
電子の消滅までの平均走行距離の比較を行った。計算の結果、ボロンの電離の平均自由行程 λc = 
1.0×103 cm、一次電子の消滅までの平均走行距離 lpe = 14.4 cm が得られた。マイクロ波と投入する
ことによって生成される高エネルギー電子である一次電子を有効に使用して一様な電離を行うため
には、λc < lpeである必要がある。しかし、本条件では前述の条件を満足しない。条件を満足するた
めには、チャンバー内圧力を一桁以上上げる必要がある。現在の実験装置において、チャンバー圧
力が上がらない原因として、レーザー繰り返し周波数が 10 Hzである点と、粒子群の供給時間の 6 μs
以下である点が上げられる。従って、現在使用しているレーザーより高スペックの繰り返し周波数
が高く、レーザーパルス幅が長いレーザーを使用することで、チャンバー圧力を上げ、固体物質を
使用してレーザーアブレーションによって粒子群を生成し、マイクロ波でプラズマの生成及び維持
できる可能性があると考えられる。 
 
以上、本章のまとめとして、窒化ボロンを用いたレーザーアブレーション法で生成される粒子群
に含まれている窒素の原子イオン及び原子、ボロンのイオン及び原子が、原子内包フラーレン生成
に必要と推測される運動エネルギー帯（10－200 eV）を有していることが明らかとなり、レーザー
アブレーション法で生成された粒子群をフラーレンへ直接照射することによって、原子内包フラー
レンを生成する新しい提案を創出するに至った。 
 
第４章 レーザーアブレーション法を用いた原子内包フラーレン生成方法の研究 
 
第 3 章の研究結果から、レーザーアブレーション法で生成された高密度粒子群をフラーレンへ直
接照射することによって、原子内包フラーレンを生成する新たな手法を考案した。本章では、固体
物質を原材料とする原子内包フラーレンの生成方法に関して、新規生成手法として、レーザーアブ
レーション法を用いた原子内包フラーレン生成方法を提案すると共に、その生成手法を実証するた
めの装置を設計、製作し、プロセス実証実験を行った。 
レーザーアブレーション法を用いた原子内包フラーレン生成装置は、レーザー発振器、真空排気
装置、内包物質回転装置（回転支柱、内包物質）、フラーレン昇華装置（フラーレン昇華用坩堝、ヒ
ーター）、生成物質回収装置（冷却装置、プレート）から構成されている。レーザー発振器として
Nd:YAG レーザーを使用し、スペックは波長 1063 nm、最大 10 Hz のパルス発振、レーザーエネル
ギーは 200～1000 mJ である。装置内に設置した内包物質は長時間の実験を実施できるように円柱
形状となっており、回転及び垂直方向に可動できるようになっている。これは、レーザーアブレー
ションによって内包物質が掘られて行くため、安定的にプレートへアブレーション粒子群を照射可
能なように、常に新しい照射面となるようにしたものである。 
フラーレンは、昇華温度の違いによって、フラーレンの状態や単位時間当たりの昇華量等が異な
るため、原子内包フラーレン実験を行う際に温度制御は最も留意するべき点である。フラーレンが
封入してある坩堝の温度を急激に上げた場合には、フラーレンが坩堝から急に吹き出してしまう。
また先行研究において、昇華温度を 800 度以上にすることで、原子内包フラーレンの生成率が向上
することが報告されている。そこで、800 度以上まで加熱可能なヒーターを使用し、多量のフラー
レンが一気に昇華しないヒーター温度制御条件を見出し、フラーレンの昇華速度を可能な限り緩や
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かに且つ迅速に目標昇華温度まで上げることに成功した。 
生成物質回収装置の最大の特徴は、レーザーアブレーションによって生成される粒子群がプレー
トへ安定的に供給できるように、プレート中央に直径 5 mm の小さなレーザー通過用の穴が設けら
れている点にある。レーザーアブレーションによって生成される粒子群は、レーザーが照射された
円柱部分の接線に対して垂直に噴出する。つまり、最も効率よくプレートに粒子群を照射するため
には、レーザーが入射する方向と反対側にプレートが設置されている必要がある。冷却装置には無
酸素銅を使用し、チャンバー外のチラーから冷却された水が循環している。この水冷ブロックとプ
レートは、スライド式で容易に着脱可能となっている。 
原理実証実験には、既に物性が知られており、ボロンと質量数が近い窒素を使用して、N@C60 の
生成を試みた。N@C60は、電子スピン共鳴計測（ESR）によって計測できることがわかっている。
本実験では、内包用物質固体として BN を使用しているため、レーザーアブレーションによって生
成される粒子群には窒素粒子及びボロン粒子が含まれ、同時にフラーレンへ照射される。従って、
プレートに堆積した物質には、N@C60、B@C60、及び C60等が含まれている可能性がある。  
ここで、生成物質の分離方法について述べる。実験で生成された生成物は、プレートに膜状に堆
積している。ここに、トルエンを滴下することで堆積物を剥ぎ落とす。剥ぎ落とした物質にトルエ
ンを加えて超音波振動器で攪拌することで、トルエンへ溶解する物質（フラーレン類はトルエンへ
溶融する）とその他の物質に分離することができる。ESR を使用して、トルエン溶液の分析を行っ
た。結果として、フラーレンに内包された 14N (4S3/2 )に起因したシグナルが計測され、N@C60が生
成されていることが確認された。従って、本手法の簡便な構造の装置により、固体物質を使用して、
原子内包フラーレンを生成できることを実証した。更に、本生成手法の特許出願を行った（「内包フ
ラーレン生成装置及び生成方法」、藤原大、板垣宏知、榊田創、箕輪祐貴、池原譲、岡崎俊也、飯泉
陽子、金子俊郎、特願 2016-161077、2016 年 8 月 19 日）。 
また、N@C60の生成率を ESR 計測と UV-Vis 計測を用いて算出した結果、生成率は 4.5 × 10-3 %
という結果を得た。 
上述の結果より、本研究で提案・開発したレーザーアブレーション法を用いた原子内包フラーレ
ン生成システムは、固体物質を原材料とした原子内包フラーレンを生成できるシステムであること
を実証した。しかし、当該手法を用いて原子内包フラーレンの量産化を進めるには、生成率を更に
向上する必要がある。そこで、本プロセスの生成率の向上の可能性について、考察を行った。その
結果、レーザーの高スペック化、レーザーエネルギー密度の最適化、レーザー照射面積の最適化、
レーザー運転時間の制御、及びフラーレン昇華量の精密制御を行うことによって、少なくとも生成
率が理想的には約 45 ％となる可能性を示した。この値は、現在報告されている最も高い窒素原子
内包フラーレン生成率 0.8 %と比べて非常に高いことから、本手法が、生成率が非常に高くなる可能
性を原理的に有した画期的な原子内包フラーレン生成手法となり得ることが示唆された。 
 また、上述の改善を行うことによって、患者一人が BNCT に使用するボロン原子内包フラーレン
を生成するために必要なプロセス時間について考察を行った。その結果、現在脳腫瘍の患者に投与
しているボロン製剤 5 g を生成するのに必要な時間は、上述の生成率改善を行えば、実用化を十分
に検討できることを示した。 
 
第５章 結論 
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第 2 章から第 4 章までで得られた主な結果と考察をまとめて、本論文の総括とする。 
本研究は、固体元素（固体物質）を元に、従来以上に高効率に原子内包フラーレンを生成するた
めの基盤技術を確立することを目的として行った。特に、中性子捕捉療法で使用する生体適合性の
高いボロン中性子補足製剤として、期待されているボロン原子内包フラーレンに関して、新たな生
成方法の指針を得ることを具体的な目的とした。  
固体元素（固体物質）を元にした原子内包フラーレンを生成するためには、1）固体物質から効率
的に原子、イオンを生成し、2）生成した原子、イオンを内包に適した運動エネルギー帯まで加速す
ることが必要である。更に、原子内包フラーレンの生成率を上げるためには、3）フラーレンと内包
する物質の衝突頻度を増加させる必要がある。これらを満たす生成方法として、高集束・高電流密
度の低エネルギーイオンビーム、及びレーザーアブレーション法を用いた原子内包フラーレン生成
方法を提案した。まず、整備した低エネルギーイオンビームは、衝突させるイオンを内包化に必要
なエネルギーとして、精度良く再現性を持って 10 eV から 1000 eV の間で制御することができる。
しかし、低エネルギーイオンビームは、イオンビームを集束させて、イオンビーム焦点部近傍にお
いて高電流密度を得ることが課題となっている。そこで第 2 章では、低エネルギーイオンビームの
高集束化に関する研究を行った。その結果、及び考察により、凹面型引き出し電極を用いた低エネ
ルギーイオンビームを利用した場合、原子内包フラーレンの生成率、及び生成量を約 26 倍に向上さ
せる可能性があることを示した。 
次に、イオンビームのイオンの供給源であるイオン源に関する研究を行った。本提案手法では、
固体物質から効率的に原子、イオンを生成することが求められている。そこで、固体から直接、多
量の中性粒子、及び荷電粒子を生成できるレーザーアブレーション法に注目をし、第 3 章において、
レーザーアブレーション法を用いたイオン源の開発を行った。その結果、窒化ボロンを用いたレー
ザーアブレーション法で生成される粒子群に含まれている窒素の原子イオン及び原子、ボロンのイ
オン及び原子が、原子内包フラーレン生成に必要と推測される運動エネルギー帯（10－200 eV）を
有していることが明らかとなり、レーザーアブレーション法で生成された粒子群をフラーレンへ直
接照射することによって、原子内包フラーレンを生成する新しい提案を創出するに至った。 
第 4 章では、前述のように第 3 章の研究を行っていく中でレーザーアブレーションを用いた原子
内包フラーレン生成に関する新しい手法を発想したことから、上述の提案したイオンビームによる
原子内包フラーレンの研究と並行して、新たに考案したレーザーアブレーション法を用いた原子内
包フラーレン生成に関する研究を行った。その結果、本研究で提案・開発したレーザーアブレーシ
ョンを用いた原子内包フラーレン生成システムは、固体物質を原材料とした原子内包フラーレンを
生成できるシステムであることを実証した。しかし、当該手法を用いて原子内包フラーレンの量産
化を進めるには、生成率を更に向上する必要がある。そこで、本プロセスの生成率の向上の可能性
について、考察を行った。その結果、レーザーの高スペック化、レーザーエネルギー密度の最適化、
レーザー照射面積の最適化、レーザー運転時間の制御、及びフラーレン昇華量の精密制御を行うこ
とによって、少なくとも生成率が理想的には約 45 ％となる可能性を示した。この値は、現在報告
されている最も高い窒素原子内包フラーレン生成率 0.8 %と比べて非常に高いことから、本手法が、
生成率が非常に高くなる可能性を原理的に有した画期的な原子内包フラーレン生成手法となり得る
ことが示唆された。また、患者一人が BNCT に使用するボロン原子内包フラーレンを生成するため
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に必要なプロセス時間について考察を行った。その結果、上述の改善を行うことによって、現在脳
腫瘍の患者に投与しているボロン製剤 5 gを生成可能で、実用化を十分に検討できることを示した。 
 
以上、本研究のまとめとして、原子内包フラーレン生成において、凹面型引き出し電極と自発的
集束現象の効果を用いた低エネルギーイオンビームが、生成率及び生成量を大幅に向上できること
を示し、その実現のために必要な改善方法を示した。また、固体物質とレーザーアブレーション法
を用いたイオン源に関しては、その技術確立のためには、チャンバー内圧力を一桁以上上げる必要
があることを示し、レーザーの高スペック化によって実現の可能性があることを示した。 
更に、レーザーアブレーション法を用いた原子内包フラーレンの生成という新規手法を考案し、
本手法によって原子内包フラーレン生成が可能であることを示した。本手法は、レーザーの高スペ
ック化、レーザーエネルギー密度の最適化、レーザー照射面積の最適化、レーザー運転時間の制御、
及びフラーレン昇華量の精密制御を行うことによって、原子内包フラーレンの生成率を大幅に向上
できる可能性が見出された。今後、多種の原子内包フラーレン高効率生成への研究展開が期待され
る。 
 
